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貸　　借　　対　　照　　表

（2021年3月31日現在）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

　流　動　資　産 5,854,784 　流  動  負  債 890,102

現 金 及 び 預 金 1,373,937 買 掛 金 413,383

受 取 手 形 13,226 リ ー ス 債 務 594

売 掛 金 1,289,810 未 払 金 169,903

商 品 及 び 製 品 1,077,683 未 払 費 用 59,600

原 材 料 648,798 未 払 法 人 税 等 81,357

前 払 費 用 22,100 未 払 消 費 税 等 13,658

関係会社短期貸付金 1,400,635 預 り 金 5,907

そ の 他 29,205 賞 与 引 当 金 141,749

貸 倒 引 当 金 △ 612 そ の 他 3,947

　固　定　資　産 4,074,978 　固  定  負  債 108,918

 　有形固定資産 2,638,404 退 職 給 付 引 当 金 106,760

建 物 1,435,091 リ ー ス 債 務 2,158

構 築 物 49,202 999,021

機 械 及 び 装 置 245,040 純　資　産　の　部

車 両 運 搬 具 6,785 　株　主　資　本 8,917,633

工具、器具 及び 備品 63,073 資 本 金 100,000

リ ー ス 資 産 2,430 資 本 剰 余 金 5,541,086

土 地 836,781 資本準備金 2,748,673

 　無形固定資産 42,502  その他資本剰余金 2,792,413

ソフトウェア 39,616 利 益 剰 余 金 3,276,547

電 話 加 入 権 2,886 利 益 準 備 金 103,369

 　投資その他の資産 1,394,071 そ の 他 利 益 剰 余 金 3,173,177

投 資 有 価 証 券 54,795 別途積立金　　　 2,491,250

関 係 会 社 株 式 1,230,914 繰越利益剰余金 681,927

繰 延 税 金 資 産 92,808 　評価・換算差額等 13,107

そ の 他 21,503 その他有価証券差額金 13,107

貸 倒 引 当 金 △ 5,950 8,930,741

9,929,762 9,929,762

純資産合計

資 産 合 計 負債純資産合計

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

負 債 合 計
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

⑴ 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

子会社株式 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

・時価のないもの 移動平均法による原価法 

② デリバティブ         時価法 

③ たな卸資産 

・商品、製品、原材料 移動平均法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

 

⑵ 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 定額法 

（リース資産を除く） なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物       10年～42年 

機械及び装置   ６年～８年 

② 無形固定資産 定額法 

（リース資産を除く） なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。 

③ リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。 

 

⑶ 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権など特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支

給見込額のうち、当事業年度負担額を計上しており

ます。 
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③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額

を計上しております。また、数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(５年) による定額法により、発生の翌事業年

度から費用処理しております。 

 

⑷ 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約取引 

ヘッジ対象…外貨建て予定輸入取引 

③ ヘッジ方針 外貨建て予定輸入取引の為替変動リスクをヘッジす

るため、為替予約取引等を行うものとしております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 為替予約取引については、取引時に重要な条件の同

一性を確認しているため、有効性の評価を省略して

おります。 

 

⑸ その他計算書類作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 税抜方式によっております。 

② 外貨建ての資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建て金銭債権債務は、期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。 

 

２．当期純利益金額          356,533千円 

 


